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本章では特に、2008 年から 2011 年の第 11 回党大会の決議に至る一連の
政策に焦点をあてる。第 11回党大会において示された農業・農村開発政策の
























による 2010 年年次報告によれば、農業部門の総生産額は実質額（1994 年価格）
で 232.7 兆ドンに達し、前年比で 4.7％の増となった。食糧生産は 127 万ト
ン増（2.9％増）の 4460 万トンとなり、うち、コメ生産が 104 万トン増（2.7％増）




業部門の輸出額は前年比 22.6％増の 191.5 億ドルに達し、うち、農産物輸出
が 99.5 億ドル（24.2％増）、水産物 49.4 億ドル（16.3％増）、林産物が 36.3 億


















して示されている。政治報告および 2011 〜 2020 年経済・社会発展戦略に示
された具体的な目標値をまとめると、表 1の通りとなる。
2006 年の第 10回党大会時には、5年後の 2010 年の GDP に占める農業部
門の割合の目標値が15〜16%という低い値に設定されており、この時点では、
国家経済の急速な工業化への構造転換が志向されていたといえよう。しかし、
先述の通り 2005 年から 2010 年にかけて、GDP に占める農業部門の割合は
表１　党大会時に示された発展目標
項目 2015 年までの目標 2020 年までの目標
GDPに占める農林水産部門の割合 17〜 18% 15%
貧困比率 年平均 2％減少 年平均 1.5 〜 2％減少
森林カバー率 42〜 43% 45%
全労働力に占める農業労働力の割合 40〜 41% 30-35%
農林水産部門付加価値 年平均 2.6 〜 3%増 　




































2000 年、そして 2008 年という 3つの転換点があったといってよいだろう。
そして、それぞれの転換点では、いくつかの重要な政策の公布がその転換を促
した。















い時代であった。1996 年に示された、2000 年までに年間 3000 万トンの生
産を達成するという目標は、1998 年時点で既に達成され、2000 年の食糧生
産量は 3500 万トンに上った。コメ輸出も増加を続け、1997 年にベトナムは
世界第 2位のコメ輸出国となり、現在もその地位を維持している。
ベトナム農業が本格的な商業化・商品化に向かっていくのは、第 2の転換
点として挙げた 2000 年以降である。2000 年代に入り、特に輸出向け作物の





コメ離れが徐々に進行していった。コメの生産量は、2000 年から 2004 年ま





議では、2010 年までのコメの生産目標を 3300 万トン、うち国内消費分を
2500 万トン確保するという目標が掲げられた。しかし、同決議公布前年の




































































　 農村住民の収入を 2.5 倍にする




























・政府議決 30a/2008/NQ-CP（2008 年 12 月 27日付）­
　61 の貧困県における早急な貧困削減について
・政府議決 63/NQ-CP（2009 年 12 月 23日付）­
　国家食糧安全保障計画について
・首相決定 193/QD-TTg（2010 年 2月 2日付）­
　新農村建設計画のレビューの承認について
・首相決定 800/QD-TTg（2010 年 6月 4日付）­
　2010-2020 年新農村建設に関する国家目標プログラムの承認について
・首相決定 22/2010/QD-TTg（2010 年 5月 1日付）­
　農村文化の発展に関する 2015 年までの計画と 2020 年までの方向性について
2.­農業生産の発展の推進に関して
・政府議決 48/NQ-CP（2009 年 9月 23日付）­
　農産物、水産物の収穫後の損失を減らすメカニズム、政策について
・政府議定 02/2010/ND-CP（2010 年 1月 8日付）­
　農業技術普及（khuyen­nong）について
・首相決定 2194/QD-TTg（2009 年 12 月 25日付）­
　2020 年までの農林・畜産・水産の種の開発プログラムの承認について
・首相決定 176/QD-TTg（2010 年 1月 29日付）­
　2020 年までの高度技術を応用した農業発展のプログラムの承認について
3.­農業・農村の資源の活用と増加のための政策
・政府議定 41/2010/ND-CP（2010 年 4月 12日付）­
　農業・農村開発のための政策信用について
・政府議定 61/2010/ND-CP（2010 年 6月 4日付）­
　農業・農村への投資をする企業の奨励政策について






ムを策定していくこととなった (5)。第 11 回党大会における党農業・農村開発
幹事委員会の報告によれば、2010 年末までに、23 のプログラムが策定され
ている。そのなかで、主要なものとして報告されたものは表 3の通りである。














2008 年 10 月の「行動プログラム」において、新農村建設事業が将来国家
目標プログラムとなることが決定し、さらにプログラム開始以前の 2009 年 4

















































































　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　































































































































80% 75% 90% 80% 80% 75% 90% 70%
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
















































ある ある ある ある ある ある ある ある
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
４．文化・社会・環境 　 　 　 　 　 　 　 　
14 教育
14.1.­中等教育の普通





85% 70% 90% 85% 85% 70% 90% 80%
14.3.­訓練を受ける労




















30% 20% 40% 30% 30% 20% 40% 20%
15.2.­社の医療が国家
















85% 70% 90% 85% 85% 85% 90% 75%
17.2.­各生産経営基礎






達成 達成 達成 達成 達成 達成 達成 達成
17.4.­計画に沿って墓




達成 達成 達成 達成 達成 達成 達成 達成
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　




















































































メカニズムを一部取り入れたその生産システムを 1981 年に政治局指示 100
号という形で党中央が全国的に承認せざるを得なくなったことにあるとされて
いる（古田­［2009］、Kerkvliet­［2005］）。そして 1986 年以降も、農業・農村に














得格差は 2000 年で既に 2.8 倍あり、三農問題の解決が言及され始めた 2002
年には 3.1 倍に達していた (10)。一方、ベトナムの大規模家計調査­Vietnam­
Households­Living­Standard­Survey の結果によれば、2002 年に 2.3 倍であっ
た農村・都市間の平均所得の格差は、2006 年には 2.1 倍へと若干縮小し、
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2008 年も 2.1 倍を維持している（GSO­［2010b］）。



























































































開発、ゴルフ場建設などが相次ぎ、2000 年に 447 万ヘクタールあった稲作用




こで挙げた各省庁による「プログラム」という言葉は de­an や du­an に対する訳
として使っている。
（6）「社」は、行政の末端単位である。ベトナムの行政単位は、「中央」、「省」（ベト
ナム語では tinh、英語表記では province）、「県」（同 huyen および district）、「社」
（同 xa および Commune）の 4つの「級」から構成されている。
（7）農業・農村開発省政策戦略研究所（IPSARD）ウェブサイト（http://www.ipsard.
gov.vn/news/newsdetail.aspx?targetid=6250　2011 年 8月閲覧）より。








たが、2007 年には 720 万ヘクタールまで減少している。しかし 2008 年には




（13）ただし、政府は 2010 年の 11月国会で 2011 〜 2020 年の間の農地税減免を決
定している。しかし、これは深刻なインフレに対するアドホックな対策という
側面が強く、恒久的なものとは考えられない。
（14）2009 年 12 月に出された国家安全保障計画（政府議決 63号）では、稲作用地
の転用を抑え、2020 年には 380 万ヘクタールを維持し（2009 年の稲作用地面






率が約 10％であるのに対し、少数民族の貧困比率は約 52% である。また、貧
困家計総数のなかの少数民族家計の割合は 1993 年には 18%に過ぎなかったが、
2006 年には 47％に上っている（民族委員会「プログラム 135 ウェブサイト」
＜ http://chuongtrinh135.vn/　2011 年 8月閲覧＞より）。
（16）プログラム 135 は、2005 年からの「フェーズ 2」が国家目標プログラムとなり、
世銀をはじめとする海外ドナーからの援助も供与されている。プログラム 135
および 134 について、詳しくは先述の「プログラム 135 ウェブサイト」を参照
のこと。
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